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１ 旅館業法に基づく営業許可について 

 「宿泊料を受けて，人を宿泊させる営業」を旅館業といい，これを行うには，旅館業法に基

づく営業の許可が必要です。無許可営業などの違反行為は処罰されます。 

 インターネットサイト等を利用して宿泊者を募集し，対価を得て，自宅や空き家の全部又は

一部に宿泊させる，いわゆる「民泊」も，旅館業に該当しますので，営業の許可なく行うこと

はできません。 

  また，旅館業は，①施設を利用する宿泊者がその宿泊する部屋に生活の本拠を有さないこと

を原則として営業しているものであること，②施設の管理・経営形態を総体的にみて，宿泊者

のいる部屋を含め施設の衛生上の維持管理責任が営業者にあると社会通念上認められることか

ら，アパート等の貸室業と区別されています。宿泊に当たっての契約の種類に関係なく，①，

②に該当するものは，賃貸借契約等であっても，旅館業となります。  

  

２ 営業の種別について 

 旅館業法では，旅館業はホテル営業，旅館営業，簡易宿所営業及び下宿営業の４つの種別に

分けられており，以下のように定義されています。 

⑴ ホテル営業 

  洋式の構造及び設備を主とする施設を設け，宿泊料を受けて，人を宿泊させる営業 

⑵ 旅館営業 

 和式の構造及び設備を主とする施設を設け，宿泊料を受けて，人を宿泊させる営業 

⑶ 簡易宿所営業 

 宿泊する場所を多数人で共用する構造及び設備を主とする施設を設け，宿泊料を受けて，

人を宿泊させる営業 

⑷ 下宿営業 

 １月以上の期間を単位とする宿泊料を受けて，人を宿泊させる営業 

 

３ 旅館業許可取得までの手続の流れ 

 旅館業の許可を受けるためには，建築基準法や消防法等の関係法令等の基準に適合させる必

要がありますので，所管部署と事前に相談してください。また，別途，景観法，バリアフリー

法等による届出や申請が必要な場合があります。 

 最近，近隣にお住まいの方へ事前に周知することなく，旅館業の営業を開始したことによっ

て，様々なトラブルが発生しています。 

 施設の計画が決まったら，自治会等や近隣住民に対して，事業計画資料の配布や説明会の開

催などにより，事業計画を周知してください。 

 旅館業の許可手続は，こうした対応をしたうえで，以下の順で進めていきます。ただし，施

設の規模等によっては，一部手続を要しない場合もありますので，「手続確認フローチャート」

で手続の流れを十分に確認してください。 
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⑴ 京都市旅館業施設建築等指導要綱（以下「建築等指導要綱」という。）に基づく手続 

 ⇒詳細は４へ 

ア 事前相談 

 建築等指導要綱に適合する計画となるよう，医療衛生センター（旅館業担当）と事前相

談を行います。 

イ 計画の公開 

計画が決まったら，計画内容を記載した標識を設置し，近隣の住民その他の関係者に対

し説明を行うとともに，必要な場合は説明会を開催します。 

 ※ 標識を設置したら，速やかにその旨を医療衛生センター（旅館業担当）に報告して

ください。報告日を，標識の設置日として取り扱います。 

ウ 計画承認申請 

計画承認申請書を医療衛生センター（旅館業担当）に提出します。 

※ 標識を設置してから２０日間以上経過しなければ提出できません。 

エ 承認通知書の交付 

 建築等指導要綱に適合する計画であることが確認されれば，承認通知書が交付されます。 

 ※ 計画承認申請後，承認通知書の交付まで２箇月程度かかります。 

⑵ 建築基準法に基づく手続 

ア 事前相談 

  建築基準法に基づく建築確認申請を行う前に，建築士等の専門家に，建築基準法に適合

するよう事前相談を行います。 

イ 建築確認申請 

 建築基準法に基づく指定確認検査機関に建築確認申請書を提出します。 

 ただし，住宅等を転用する場合で，宿泊施設に用いる面積（宿泊施設以外の特殊建築物

の部分を含む。）が１００㎡以下のときは，原則として手続の必要はありません。 

ウ 確認済証の交付 

 イに基づき，建築基準法の規定に適合した建築計画であることが確認されれば，確認済

証が交付されます。 

エ 工事 

オ 建築完了検査 

 工事の竣工後，建築基準法に基づく指定確認検査機関による建築完了検査を受けます。 

カ 検査済証の交付 

 建築完了検査の結果，建築基準法に適合していることが確認されれば，検査済証が交付

されます。 

⑶ 消防法令に基づく手続 

ア 事前相談 

  消防法令適合通知書交付申請を行なう前に，所管の消防署予防課において，消防法令に

適合するよう事前相談を行います。 
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イ 消防法令適合通知書交付申請 

  所管の消防署に消防法令適合通知書交付申請を行います。 

※ その他，消防法，京都市火災予防条例に基づく他の届出が必要となる場合があります。 

ウ 現地確認 

所管の消防署の担当者による現地確認を受けます。 

エ 消防法令適合通知書の交付 

 消防法令の基準に適合した消防用設備や防火管理が整っていることが確認されれば，消

防法令適合通知書が交付されます。 

 ※ 現地確認後，消防法令適合通知書の交付まで１週間程度かかります。 

⑷ 旅館業法に基づく学校等への意見照会⇒詳細は５へ 

 ア 書類提出 

医療衛生センター（旅館業担当）に必要書類を提出します。 

 イ 学校等への意見照会 

 施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがないか，各施設の管理者等へ意見照会

を行います。 

 ウ 学校等からの回答 

 施設の管理者等から施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがないとの回答を得

たうえで，許可申請書を提出してください。 

 ※ 書類提出後，施設の管理者等から回答が得られるまで１箇月程度かかります。 

⑸ 旅館業法に基づく営業許可申請⇒詳細は６へ 

ア 事前相談 

 旅館業法に適合する計画となるよう，医療衛生センター（旅館業担当）と事前相談を行

います。 

 併せて，計画している施設について，賃貸借契約書や管理規約等により旅館業営業に使

用することが認められているか確認します。 

イ 計画の公開 

計画が決まったら，「京都市旅館業施設における安心安全及び地域の生活環境との調和の

確保に関する指導要綱（以下，「安心安全指導要綱」という。）」により，計画内容を記載し

た標識を設置し，自治会等に対し説明を行うとともに，必要な場合は説明会を開催します。 

 ※ 標識を設置したら，速やかにその旨を医療衛生センター（旅館業担当）に報告して

ください。報告日を，標識の設置日として取り扱います。 

※ 自治会等から求められた場合は，原則として説明会を開催してください。 

 ウ 営業許可申請 

 医療衛生センター（旅館業担当）に営業許可申請書を提出します。 

 ※ 標識を設置してから２０日間以上経過しなければ提出できません。 

 エ 実地調査 

 医療衛生センター（旅館業担当）による実地調査を受けます。 
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 オ 営業許可書の交付 

 旅館業法の基準に適合した施設であることが確認されれば，営業許可書が交付されます。 

※ 許可申請に係る標準処理期間は３０日です。 

４ 建築等指導要綱に基づく手続について 

 建築確認申請を伴う計画で，施設の計画予定地が建築等指導要綱の適用を受ける地域である

場合，その計画が善良の風俗若しくは良好な住環境を損なう又は青少年の健全な育成に支障を

及ぼすおそれがないことについて，市長の承認を受ける必要があります。 

⑴ 適用地域 

 ア 第１種低層住居専用地域 

 イ 第２種低層住居専用地域 

 ウ 第１種中高層住居専用地域 

 エ 第２種中高層住居専用地域 

オ 第１種住居地域 

カ 第２種住居地域 

キ 準住居地域 

ク 準工業地域 

ケ 近隣商業地域及び商業地域のうち，第１種低層住居専用地域，第２種低層住居専用地域，

第１種中高層住居専用地域，第２種中高層住居専用地域，第１種住居地域，第２種住居地

域若しくは準住居地域の境界又は次に掲げる施設の敷地から１１０メートルの区域内 

  (ｱ) 学校 

  (ｲ) 児童福祉施設 

  (ｳ) 社会教育施設 

  (ｴ) 文化財 

  (ｵ) 公園 

⑵ 標識の設置 

建築等指導要綱第１号様式に定められている形式で標識を設置し，計画を公開します。 

 近隣の住民その他の関係者に対し説明を行うとともに，必要な場合は，説明会の開催など

の措置を講じてください。 

 標識は建築基準法に基づく確認済証が交付されるまで設置してください。 

 標識設置後は，速やかに医療衛生センター（旅館業担当）に標識の設置状況を撮影した写

真と設置場所の地図をもって報告してください。報告日を標識設置日として取り扱います。 

⑶ 提出書類 

 標識設置後，２０日以上経過した後に，以下の書類を正１部，副２４部を医療衛生センタ

ー（旅館業担当）に提出します。 

 ア 旅館業施設計画承認申請書（第２号様式） 

 イ 公開結果報告書（第３号様式） 

 ウ 標識を設置している状況を撮影した写真 

 エ 付近見取図（縮尺２，５００分の１） 
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 オ 配置図（縮尺１００分の１又は２００分の１） 

 カ 各階平面図（縮尺１００分の１又は２００分の１） 

 キ ２面以上の立面図（縮尺１００分の１又は２００分の１） 

 ク 室内の仕上げを明示した書類 

 ケ 屋外に掲出する広告物（以下「屋外広告物」という。）を設置する場所の付近見取図 

 コ 屋外広告物の意匠及び形態を明示した図面 

 サ 市長が必要と認める書類（玄関帳場の展開図など） 

 

５ 旅館業法に基づく学校等への意見照会について 

 施設の設置場所が，学校や幼稚園等の教育施設，保育園等の児童福祉施設，社会教育に関す

る施設等の敷地の周囲１１０メートルの区域内の場合，施設の設置によって当該施設の清純な

施設環境が著しく害されるおそれがないかどうかについて，当該施設の管理者等に意見を求め

る必要があります。 

⑴ 意見照会が必要な施設 

⑵ 提出書類 

 以下の書類を医療衛生センター（旅館業担当）に提出します。対象となる施設の種類や数

によって提出部数が異なりますので，医療衛生センター（旅館業担当）に確認してください。 

 ア 処理票 

 イ 構造設備の概要 

 ウ 付近見取図（営業施設の敷地の周囲おおむね２００メートル区域内） 

 エ 各階平面図 

 オ 立面図 

 カ 玄関帳場の展開図 

６ 旅館業法に基づく営業許可申請について 

⑴ 申請に当たっての準備行為 

  安心安全指導要綱により，以下の事項に取り組んでいただくよう，あらかじめ準備をして

ください。 

 ア 施設使用の可否の確認 

   計画している施設について，賃貸借契約書や管理規約等により旅館業営業に使用するこ

とが認められているか確認します。 

分  類 施  設 

学    校 
小学校，中学校，高等学校，幼稚園，養護学校，中等教育学校， 

高等専門学校，盲学校，聾学校，外国人学校等 

児童福祉施設 
保育所，児童館，助産施設，乳児院，母子生活支援施設， 

児童養護施設，知的障害児施設等 

社会教育施設 博物館，公民館，図書館等 

その他の施設 都市公園（街区公園に限る。），スポーツ施設 
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 イ 連絡先の決定 

   営業の開始までに，旅館業施設の運営についての要望や，利用者の迷惑行為が生じたと

きに直ちに対処を求めることができる電話番号などの連絡先を自治会等に対し周知するこ

とが必要となりますので，連絡先をどこにするかなどを検討，決定します。 

 ウ 施設の明示 

   利用者が周辺の施設と取り違えないよう，施設の見やすい場所に，施設の名称等を記載

した看板などの設置が必要となります。 

   京都市屋外広告物等に関する条例に適合する看板を準備してください。 

     ※屋外広告物について（都市計画局 広告景観づくり推進室） 

     http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000015678.html 

 エ 玄関帳場での面接等の実施 

   玄関帳場での宿泊者の面接等を行うため，従事体制等を構築してください。 

 オ 迷惑行為の防止に向けたルールづくり 

   宿泊客による迷惑行為の防止に向け，ハウスルールを作成してください。 

   また，その内容を予約受付時から宿泊者に周知できるよう，予約手順等を整備してくだ

さい。 

 カ 迷惑行為への対処方法 

   迷惑行為が発生した際には，直ちにこれに対処できる従事体制を構築してください。 

⑵ 標識の設置 

安心安全指導要綱第１号様式に定められている形式で標識を設置し，計画を公開します。 

 施設のある場所の自治会等に計画の説明を行うとともに，必要な場合は，説明会の開催な

どの措置を講じてください。 

 標識は,旅館業の許可を受けるまで設置してください。 

 標識設置後は，速やかに医療衛生センター（旅館業担当）に標識の設置状況を撮影した写

真と設置場所の地図をもって報告してください。報告日を標識設置日として取り扱います。 

  ※ 建築等指導要綱に基づき，すでに同様の計画の公開を行った方については，この手続

は不要です。 

⑶ 提出書類等 

  以下の書類等を医療衛生センター（旅館業担当）に提出してください。 

 ア 申請手数料 ２６，４００円（現金） 

 イ 提出書類（２部） 

  (ｱ) 申請書 

  (ｲ) 構造設備の概要 

  (ｳ) 付近見取図（営業施設の敷地の周囲おおむね２００メートル区域内） 

：施設の設置場所の敷地の周囲１１０メートルの区域を明示し，区域内における５⑴

に記載している意見照会が必要な施設までの距離を記載してください。 

※ 建築等指導要綱に準じ，意見照会の対象施設の有無や，施設の所在地が明確に分

かるように，縮尺２，５００分の１以上の住宅地図等を使用してください。 
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  (ｴ) 各階平面図 

・客室面積，寝室面積，窓面積部分を色分けして明示し，各面積の算定根拠となる数値，

計算式を記入してください。計算式については，別に資料を作成のうえ，添付しても構

いません。 

・客室面積とは，客が占有使用し得る部分の面積をいい，客室内の客専用の浴室，便所等

は含み，共通の廊下，客室の床の間等を除きます。 

・寝室面積とは，客室から浴室，便所等を除き，寝具を利用する十分な広さがある場所の

面積をいいます。 

・洗面，浴室，便所（手洗）における水栓，混合栓又シャワー栓を明示してください。 

    ※ 旅館業許可審査に当たり，床面積等の基準の適合状況を確認する必要があるため，

建築等指導要綱に準じ，縮尺１００分の１以上の設計図面等を使用し，施設の構造や

形状，寸法が正確に把握できるものとしてください。 

  (ｵ) 入浴設備に循環ろ過装置がある場合は循環ろ過の概略図面（集毛器，消毒装置の位置

を明示すること。） 

  (ｶ) 使用する水が井戸水その他である場合等は水質検査結果の写し 

  (ｷ) 定款又は寄付行為の写し及び法人の登記事項証明書（申請者が法人の場合に限る。） 

  (ｸ) 建築物の検査済証の写し（新築，増築等による新規の営業許可申請に限る。） 

  (ｹ) 消防法令適合通知書 

  (ｺ) 玄関帳場の展開図 

  (ｻ) 申立書 

  ・申請施設が賃貸借契約書や管理規約等により旅館業営業に使用することが認められてい

るか確認します。 

  ・施設の建物・土地の使用権原により，登記事項証明書，賃貸借契約書，管理規約等，必

要な書類が異なります。 

  (ｼ) 指導事項実施計画書 

  ・連絡先の周知，迷惑行為の防止等の計画について記載するものです。 

  (ｽ) 施設の明示の設置場所を示した配置図及びその意匠形態図 

  (ｾ) 面接等を実施する場所の図面 

  (ｿ) 公開結果報告書 

 

７ 構造設備の基準について 

 営業の種別により構造設備の基準が異なりますので，「旅館業施設の構造設備の基準等につい

て」を確認してください。 

 

８ 管理事項 

⑴ 管理者 



 

8 

 

 旅館業施設の営業者には，不特定多数の者が利用する施設であるだけでなく，昼夜間を問

わず，宿泊者が滞在する施設であることを踏まえ，適切に営業することが求められます。 

 このため，本市では営業者に対し，従業者の中から公衆衛生及び善良風俗の保持に関する

責任者として，管理者を定めるよう求めています。管理者は，施設が不健全に利用されない

よう防ぐとともに，事故の発生や感染症の発症等の緊急時に迅速に対応しなければなりませ

ん。そこで，施設の管理に当たる従業員が常時待機できるよう，玄関帳場の設置を原則とし

て義務付けています。玄関帳場の配置，構造は，こうした宿泊客への対応や施設の管理，従

業員の待機等に支障のないものとしてください。 

 また，宿泊者によるトラブル等が発生した際に責任ある対応ができるよう，管理者の連絡

先を近隣住民に知らせてください。 

⑵ 宿泊者名簿の備付け 

営業者は，宿泊者名簿を備えつけることが義務付けられています。 

感染症が発生したときや感染症患者が宿泊したときに，その感染経路を調査する等感染症

のまん延防止を図る目的に加え，近年，諸外国で発生しているテロの脅威が本国にもあるこ

と等から，捜査機関からの照会等に応じることができるよう，宿泊者名簿には，以下の事項

を記載し，３年以上保存してください。 

また，宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人の場合，旅券の写しを３年以上保存して

ください。 

 ア 宿泊者の氏名 

 イ 宿泊者の住所 

 ウ 宿泊者の職業 

 エ 宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人の場合，その国籍及び旅券番号 

 オ 到着年月日 

 カ 出発年月日 

 キ 年齢 

 ク 性別 

⑶ 施設の適切な管理 

 営業者は，宿泊者が快適に施設を利用できるよう管理を徹底するとともに，常に衛生水準

の向上を図ることが求められます。 

ア 客室を含めた施設全般についての措置 

 (ｱ) 施設の換気，採光，照明，防湿及び排水の設備の保守点検を行い，適正な能力を維持

すること。 

 (ｲ) 施設は，常に清潔にし，ねずみ，衛生害虫等を駆除すること。 

 (ｳ) 浴室及び便所は，定期的に消毒することとし，便所は防臭及び防虫の措置を講じるこ

と。 

 (ｴ) 善良の風俗が害されるような文書，図書，そのほかの物件を営業の施設に掲示し，又

は備え付けないこと。 

 (ｵ) 善良の風俗が害されるような広告物を掲示しないこと。 

イ 寝具等の貸与品 
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 (ｱ) 客室等に設置する飲食器具，寝具等は常に清潔にし，定期的に消毒すること。 

 (ｲ) 浴衣，敷布，布団カバー等は宿泊者ごとに洗濯したものと交換すること。 

ウ 洗面及び入浴設備 

 洗面には飲用に適した水を使用する必要があります。井戸水等水道水以外の水を使用す

る場合，定期的に水質検査を行ってください。 

 また，レジオネラ症（※）発生予防の観点から，入浴設備の清掃，消毒等の衛生管理を

徹底して行う必要があります。特に循環ろ過装置や，気泡発生装置等を使用している場合，

レジオネラ属菌が増殖する恐れが高いことから注意が必要です。 

 詳しくは「旅館業施設の衛生に必要な措置及び構造設備の基準について」の項目４，５

を参照してください。 

 

※ レジオネラ症 

  レジオネラ症は，レジオネラ属菌の感染によって起こる感染症で，肺炎を引き起こす

ことがあります。レジオネラ属菌は，土壌，河川，湖沼などの自然環境に生息しており，

循環式浴槽水がレジオネラ属菌に汚染されることで感染源となることがあります。レジ

オネラ症を予防するため，循環ろ過装置の消毒や清掃を適切に行い，菌の繁殖を抑制す

る必要があります。 

 

エ その他 

    利用者が周辺の施設と取り違えないよう施設の名称等を記載した看板などを表示するほ

か，旅館業法に基づく許可を受けた施設であることが確認できるよう，施設の外部から

見やすい場所に，営業の種別（ホテル営業，旅館営業又は簡易宿所営業）を標示してくだ

さい。 

 

⑷ 近隣住民への配慮 

 旅館業施設の近隣住民から，深夜における宿泊者の騒ぎ声等の騒音に悩まされている，ご

み出しのルールが守られていない等の声が上がっています。 

 また，火事や犯罪の発生等，緊急時の対応について不安に感じている方もいらっしゃいま

す。旅館業の許可を受けた後，緊急時に直ちに近隣住民が事業者に連絡できるよう，管理者

の連絡先を伝えておく等，近隣住民が安心できる体制を整えてください。 

 また，ハウスルールを設け，宿泊者に対し，深夜に騒ぐ，路上で喫煙する等近隣住民の住

環境を乱す行為は慎むよう求めるなど，迷惑行為の防止のための周知を行うとともに，迷惑

行為が発生した際には，直ちに中止させるなどの対処をしてください。 

⑸ 外国人宿泊者への対応 

 近年，訪日外国人旅行客が増えたことにより， 言語やマナー等の違いから生じるトラブル

が発生しています。 

 多言語による施設・サービス案内を用意するなど，施設利用上のルールやマナー，また非

常時の安全確保に関する情報等について，十分な説明を行い，トラブルの防止に努めてくだ

さい。 
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☆旅館業施設の営業を計画されている方向けにホームページを開設しています！ 

○旅館業法について（保健福祉局医療衛生推進室医務衛生課） 

http://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000177773.html 

○消防法について（消防局予防部） 

http://www.city.kyoto.lg.jp/shobo/page/0000185126.html 

○建築基準法について 

（都市計画局 建築指導部 建築審査課・建築安全推進課） 

http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000194262.html 

 

 

 

 

 

旅館業法に関する問合せ・相談窓口 

保健福祉局医療衛生推進室医療衛生センター（旅館業担当） 

電話番号：０７５－７４６－７２０９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000177773.html
http://www.city.kyoto.lg.jp/shobo/page/0000185126.html
http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000194262.html
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ホテル営業 旅館営業 簡易宿所営業 

客 

 

 

 

 

 

 

 

室 

客 室 数 

⑴ 客室の数は，１０室以上であること。 

⑵ 洋式の構造設備による客室（以下「洋室」という。）の数が，

客室の総数の２分の１を超えていること。 

⑴ 客室の数は，５室以上であること。 

⑵ 和式の構造設備による客室（以下「和室」という。）の数

が，客室の総数の２分の１を超えていること。 

 ２人以上を収容する客室の数が，客室の総数の２分の１を超えてい

ること。 

床 面 積 
⑴ 洋室 １客室の床面積は，９㎡以上であること。 

⑵ 和室 １客室の床面積は，７㎡以上であること。 

 客室の延床面積は，３３㎡（宿泊者の数を１０人未満とする場合に

は，３．３㎡に当該宿泊者の数を乗じて得た面積）以上であること。 

定 員 

⑴ 洋室 寝室面積において４．５㎡以上であること。 

⑵ 和室 寝室面積において３．３㎡以上であること。 

⑴ 洋室 寝室面積において３．０㎡（階層式寝台を置く場合にあっ

ては２．２５㎡）以上であること。 

⑵ 和室 寝室面積において２．５㎡以上であること。 

窓その他の開口部 客室の床面積に対して，８分の１以上とすること。 

客室の構造 

洋室 

⑴ 寝具は，洋式のものであること。 

⑵ 出入口及び窓は，鍵をかけることができるものであること。 

⑶ 出入口及び窓を除き，客室と他の客室，廊下等との境は，壁造りであること。 

⑴ 階層式寝台を有する場合には，上段と下段の間隔は，おおむね１

ｍ以上であること。 

⑵ 窓は，鍵を掛けることができるものであること。 

⑶ 出入口及び窓を除き，客室と他の客室及び客室以外の施設との境

は，壁（和室にあっては，壁又は板戸，ふすまその他これらに類す

るもの（固定されたものに限る。））で区画されたものであること。 

⑷ 客室の外部から内部を見通すことを遮ることができる設備を有

すること。 

和室 

⑴ 出入口及び窓は,鍵をかけることができるものであること。 

⑵ 出入口及び窓を除き，客室と他の客室及び客室以外の施設 

  との境は，壁で区画されたものであること。 

⑴ 窓は鍵をかけることができるものであること。 

⑵ 窓を除き，客室と他の客室及び客室以外の施設との境

は，壁又は板戸，ふすまその他これらに類するもの（固

定されたものに限る。）で区画されたものであること。 

共通 客室の外部から内部を見通すことを遮ることができる設備を有すること。 

ロビー 

⑴ 宿泊者その他施設を利用しようとする者が自由に出入りす

ることができる玄関及びロビーを設けること。 

⑵ ロビーは，施設の規模に応じた広さを有すること。 

  

玄関帳場 

⑴ 宿泊しようとする者との面接に適する玄関帳場その他これに類する設備を有すること。 

⑵ 施設の規模に応じた広さを有すること。 

⑶ 客室を利用しようとする者が必ず通過し，かつ，その出入りを容易に視認することができる場所に設けること。 

⑷ 受付台を設けること。 

⑸ 受付台の上面から天井までの高さは，玄関帳場その他これに類する設備の設置場所における床面から天井までの高さの２分の１以上とすること。 

玄関帳場に類する施設 

 玄関帳場に類する設備が，従業員が常時待機し，来客の都度

玄関に出て来客の応接を行う構造の部屋であるときは，上記⑷

及び⑸については，適用しない。 

和式の構造設備を主とする施設であり，玄関帳場に類する設備が，

従業員が常時待機し，来客の都度玄関に出て来客の応接を行う構造の

部屋であるときは，上記⑷及び⑸については，適用しない。 

玄関帳場等を設置する必

要がない場合 

  ⑴ 京町家※１を活用して営業を行うものであること。 

⑵ 客室の数は１室とすること。 

⑶ 施設の全てを宿泊者の利用に供するものであること。 

⑷ 宿泊の形態が，１回の宿泊について，少人数で構成される１組に

限られるものであること。 

⑸ 施設の鍵の受渡しを宿泊者と面接して行うこと。 

⑹ 営業者又は営業者の使用人その他の従業者（以下「営業者等」と

いう。）の連絡先を施設内に明示し，かつ，営業者等が宿泊者から

連絡を受けたときは，速やかに施設に到着することができる範囲内

に所在していること。 

旅館業施設の構造設備の基準等について 
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ホテル営業 旅館営業 簡易宿所営業 

入浴設備 
 宿泊者の需要を満たすことができる適当な数の洋式浴室又は

シヤワー室を有すること。 

当該施設に近接して公衆浴場がある等入浴に支障をきたさないと認められる場合を除き，宿泊者の需要を満たすことができる適当

な規模の入浴設備※２を有すること。 

共用の 

入浴設備 

⑴ 宿泊者の需要を満たすことができる規模であること。 

⑵ 浴室，シャワー室及び脱衣室（以下「浴室等」という。）は，男女別に設け，かつ，内部が浴室等の外部から見通すことができないものであること。 

⑶ 浴槽内の湯水（以下「浴槽湯水」という。）を循環ろ過装置を用いて再利用する場合にあっては，次の要件を満たすものであること。 

ア ろ過器は，浴槽の規模に応じたろ過能力を有すること。 

イ ろ過器は，逆洗浄その他適切な方法で洗浄を行うことができる構造であること。 

ウ ろ過器の前に集毛器を設けること。 

エ 浴槽湯水の消毒効果が高い箇所に消毒装置を設けること。 

⑷ 浴槽において気泡発生装置その他の微小な水粒を発生させる装置を設ける場合にあっては，その装置の空気取入口から土ぼこりが入らない構造とすること。 

洗面設備 

⑴ 宿泊者の需要を満たすことができる適当な規模の洗面設備を有すること。 

⑵ 共用の洗面設備は，利用者の需要を満たすことができる数の給水栓を設けたものであること。 

⑶ 洗面用水は，飲用に適する水を用いること。 

便所 

 便所は，水洗式であり，かつ，座便式のものがあり，共同用

のものにあっては，男子用及び女子用の区分があること。 

 適当な数の便所を有すること。 

⑴ 流水式手洗い設備を設け，便器の周辺については，不浸透性材料で造築すること。 

⑵ 便所がない客室があるときは，宿泊者が利用しやすい場所に共用の便所を設けること。 

換気等 

⑴ 適当な換気，採光，照明，防湿及び排水の設備を有すること。 

⑵ 客室，ロビー及び共用の応接室には，換気設備を設けること。ただし，十分な換気を確保することができる場合は，この限りでない。 

当該施設の規模に応じた適当な暖房の設備があること。   

他の営業の用途との区画 
  玄関，客室その他の旅館営業又は簡易宿所営業の用途に供する施設は，旅館営業以外の営業の用途に供する施設と明確に区画され

た構造とすること。ただし，特別の事情がある場合は，この限りでない。 

その他 

当該施設の設置場所が学校等の敷地（これらの用に供するものと決定した土地を含む。）の周囲おおむね１００ｍの区域内にあ

る場合には，当該学校等から客室又は客にダンスをさせ，かつ，客に飲食をさせるホール若しくは射幸心をそそるおそれがある

遊技をさせるホールその他の設備を見通すことを遮ることができる設備を有すること。 

 

※１京町家とは 

 ⑴ 建築基準法施行以前に伝統的な木造軸組立法で建築された平屋建て，中二階建て，二階建て又は三階建ての建物であること。 

⑵ 一戸建て，長屋建ての建物であること。 

⑶ 瓦葺で平入りの大屋根を有する建物であること。 

⑷ 大戸，木格子，木枠ガラス戸，虫籠窓，土壁，格子・出格子等の京町家の特徴的な外観を保っているか過去に有していた建物であること。 

⑸ 外壁又は高塀が通りに接し，隣家と軒を連ねている建物であること。 

⑹ 続き間で構成され，通り及び庭に面して大きな開口部を有している建物であること。 

※２ 京都市では，旅館営業及び簡易宿所営業における入浴設備として，浴槽を設けることとしている。 

 

 

 

旅館業施設の構造設備の基準等について 
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